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はじめに 

 

今 2020 年はコロナの影響で、日本経済は極端な落ち込みを見せている。しかもこの回復

は簡単ではないとの予測が一般的である。過去のバブルは IT バブル、リーマンショックな 

ど立ち直りが短期間で V 字回復したのに対して、今回のコロナショックは「いつになれば

コロナは止まるのか」が明確ではない。V 字回復ではなく、底の長い U 字型回復になるだ

ろうとの予測も出始めている。ワクチンが生み出され、普及するのには 1～2 年以上かかる

と推測されている。 

しかも回復はかっては米国、中国が牽引してくれたが、今回はその力も影響力が低下して

いると言われている。しかし，開けない夜明けはない。必ず世界は元気になると信じている

が、コロナがなくても日本経済は疲弊し、日本の国際競争力は低下していた。この抜本的原

因をつぶさなくては、日本は元気になれない。部分的に IT を取り込み、改善を実施する程

度のアクションで企業が、回復基調に戻れるとは思っていない。企業の存続の是非が問われ

ている時代に直面しているので、ABC 協会では Disruption の必要性を訴えている。DX

（Digital transformation よりも CX（Corporate  transformation）をすべしと訴えてい

るコンサルタントも出始めたが、ここでは Disruption（破棄的創造）の言葉を使いたい。 

なおこの報告書は、ABC 内の多くの関係者からいただいた情報をふんだんに取り込ませていただいたものである。 

さて、ここ 30 年間衰退している、日本の問題点の概要を整理してから、日本の隆盛の道

を探ってみたい。 
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日本の問題点 

 

１：人口減少  

日本の問題点の第一は人口減少である。しかも何ら効果的対策は打たれていない。 

図表 1 人口推移図 

 

2004 年の 12800 万人をピークに毎年 0.2％以上の人口が減少している。今年生まれた孫

が、80 歳を迎えるときは、日本人口は 5000 万人を切っている。それなのに有効な少子化対

策が打てているとは思えない。「幼児の保育所の収容を確実にします」との説が一般的であ

るが、問題はその前の「若者が若い時期に結婚できない」環境の改善が必要である。この項

目は別の章で語りたい。 

 

２：日本経済の停滞 

人口減少の国の GDP を盛り上げるのは難しい。この GDP は 1997 年までは右肩上がりで

増加してきたが、今後は上昇を期待し難い。人口減少が進めば消費力も当然低下するので

GDP は増加し難い。したがって所得税も、消費税も税率を上げなければ減少する。増加が

期待できるのは人口減少が直接、結びつかない法人税だけである。短期的にはコロナの影響

でこの法人税も経営環境の悪化で停滞するが、長期的には増加の期待はできる。 
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図表 2 経済指標図 

 

 

指標として右肩上がりなのは、公債残高と内部留保金だけである。内部留保金の過剰積み上

げは、投資に回せない弊害はあるが、極端な環境変化への備えの観点からは必要なアクショ

ンである。 

 

図表３にあるように日本の国家予算の 31.9 兆円は国債発行で補われている。しかし国債関

係費の歳出も 23.5 兆円あり、社会保障費などに活用できるのは 31.9-23.5＝8.4 兆円しかな

い。この分を民間企業が稼ぎ出せば良い。そのためには企業の営業利益を今の 2 倍出すこ

とである。法人税率を高めるのではなく、企業力強化により稼ぎ出すのである。実際に調べ

てみると、この 5 年間で半分以上の企業が 2 倍以上の利益を出していることが判った。こ

れも後述する。 
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図表 3 一般会計予算 2020 年度の歳入と歳出 

 

 

図表 4 世界競争力 IMD の評価 

 

世界の競争力の評価をスイスにある IMD が実施している。企業だけでなく政府の効率も含

めての日本の総合力評価である。1990 年前後は、日本は世界第 1 位になったこともあるの

に、今や 30 位である。しかも残念なのは、日本の起業家の起業家精神、国際経験、企業の

意思決定の機敏性は調査対象国 63 か国中の 63 位と最下位の評価だった。何故こうなって

しまったのか、の反省なくして、今後の対策は立てられない。 
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第１章「日本企業の進む道」 

 

 

1-1：利益向上対策 

 

図表 1-1 企業の利益向上対策 

 

        

この表は企業の営業利益向上対策を整理したものである。 

売上高を増やさなくても「1-1 ムダの排除」と「1-2 個人、組織の能力向上」によって利

益を高めることは可能である。 

「1-1 ムダの排除」には「問題は何か、原因と対策は」となぜなぜを繰り返す左脳型問題 

解決方法が有効である。あるいは「働き方改革」「業務ルールや制度の見直し」によって 

効率化を図ることができる。特に問題が起きると役所への批判が起きるので申請書類が増 

えやすい。どこかで役所への申請書類、企業の管理部門への提出ドキュメントを減らせな 

いか、のアクションをしないと管理負担が重くなるだけである。管理負担を重くして営業 

利益を減らすのか、思い切って提出書類を簡略化して、ライン作業者の負担を減らすのか 

の見直しが必要である。事務所全体費用も組織の人数比率で共有コストを配布していない 

だろうか、ムダな会議室をいくつも抱えていないだろうか、不要な土地なども所持してい 

ポイント 

１：企業の収益向上対策は 4 種類である 

２：企業の革新方法には 2種類ある。その特徴を理解した経営が重要 

３：長期的戦略にはスマイルカーブの意識は必要 

４：財政赤字を救うポイントは企業が稼ぐこと、それを国は支援すること 
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ないだろうか、などの見直しが要求される 

 

 

「1-2 の個人、組織の能力向上」は、一番手っ取り早い効果の出るアクションである。 

「貴方は A4、1 枚 1500 字程度の業務報告書を何分で書きますか」と若い方に尋ねると、

30 分 10％、1 時間 40％、2 時間 20％、半日以上 20％、1 日以上 10％が平均的な答えであ

る。「私は 20 分もあれば十分です」と答えることにしているが、そもそも目標を持って作業

していない人がほとんどである。仮に 1 時間以上費やして書いている人が目標意識を持っ

て 30 分で作成すれば、その書類を作成する部分の時間効率は 2 倍になる。この意識を持っ

てもらい、余った時間で他の作業をこなせば残業は不要となる。作業開始前に作業計画を作

成することも効率化になる。ダラダラ会議も多い。十分に準備して会議にのぞめない人は出

席不要、発言しない人も出席不要などのルールつくりの徹底も効果がある。勿論コンピュー

タを活用しての効率化も大きい。 

そのためには、モノゴトの本質を見極める Critical Thinking や右脳型の発想法訓練も有効

である。今まで考えても見なかった DX（Digital Transformation）を実施しての改革もせ

ねばならない。 

業務内容記述書（Job Description）の活用も有効であるが、これは企業文化を伴わないと

成功しない。しかし企業がグローバルで成長し続けるためには避けて通れない仕組みであ

る。外資系企業では担当者の業務内容記述者は上司である係長が作成し、課長の業務内容

は部長が作成する。それができないようでは上司とは言えないそうである。 

売上高の増加によって利益向上を図る方法にも二つのアクションがある。 

その一つは 

「2-1：既存商品の商品力向上と新市場の開拓」である。 

・既存商品の商品力の向上を基に内外市場へ販売を強化することである。グローバルに進出

するためには、商品や制度を、その国に見合ったものに適正化する必要がある。発展途上国

に進出する場合は、高度な機能よりも安価や使用性が優先する。 

もう一つは 

「2-2：新技術、新サービスの創造」も、売上高を増加する場合の需要なポイントになる。 

・競争力のある新技術、新サービスの創造、販売（Disruption) 

最近の環境の変化は激しいものがある。機械、電気、化学、医学あらゆるものが激的に変化

している。これを Disruption 破壊的創造と呼ぶ。同業種の競争相手だけでなく思いがけな

い他業種から従来の優位性を蹴飛ばす商品やサービスが生まれてくる。常に自社の商品サ

ービスの革新を続けてゆかないと市場から蹴落とされかねない。 

・顧客の要望の感知を常に心がけ、「この顧客は次に何を要求してくるのか」を感じ取るセ

ンスが求められる。そのためには・新商品、新サービス創造への右脳活用が必要である。経

営環境のリスクを避けるための多角化も準備せねばならない。 
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1-2：企業の革新方法の 2 種類 

 

企業における改革は商品の改革「プロダクトイノベーション」から業務プロセスの改革 

「プロセスイノベーション」組織や株主構成などの「事業基盤のイノベーション」さらには 

組織の文化の改革「メンタルモデルイノベーション」など数種類のイノベーションが存在し

ている。これらのイノベーションには二通りの進め方がある。 

 

一つは漸進的改革 Exploitation と呼ばれる手法で、少しずつ改善を重ねる日本企業が得

意な変革手法である。 

この手法は「失敗が少ない」「全社員が考え推進しやすい」「変更が効きやすい」「関係者

を巻き込むことが比較的容易で効果が早く出る」などの特徴がある。仮に 1 回の改善で

10％の効果が出るとすれば 10 回繰り返せば効果合計は 2 倍を超すが数十倍数百倍の効果

には達成し難い。これは改革理論家のクリステンセンの主張でもある。 

二つ目の改革手法は、革新的改革 exploration である。 

顧客の期待を超える、グローバルで勝負できる商品、サービスを創出するために、画期的

な変革を実施する方法である。IT で言えば汎用機時代にパソコンを出現させた、パソコン

時代にスマートホーンを創出させたなどのイメージである。この効果は売上高が数百倍に

なる可能性がある。注意すべきは、社外からの環境変化で自社の変革をせざるを得ない場

合があることで、この変革を Disruption 破壊的創造と呼ぶ。従来にない 0 から 1 を生み

出す手法は右脳を活用させないと生み出せない。この手法で産み出した商品は 10 倍～100

倍以上の価値を生み出す可能性を秘めている。              

図表 2-1 漸進的、革新的改革 
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1-3：スマイルカーブ 

 

もう一つ知っておくと有効な理論が、伊藤元重先生のスマイルカーブ論である。新しい商

品・サービスを生み出す場合は上流で企画し、中流で製造し、下流で販売、保守運用をする

プロセスを踏むのが一般的である。 

事業の進め方にもよるが、一般的に収益性は上流と下流では高く、中間の物つくりでは、競

争相手が出やすいので、収益性は低くなるとの説である。時代の流れを読みながら、心に留

めおいて経営に役立てればよい。 
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第２章 日本企業の実態 

 

  

ポイント 

1：2012 年度以降、企業利益は向上しているが、米国に比較するとまだ利益率は低

い。 

2：2012年度と 2019年度の比較では、半分以上の企業が営業利益 2倍を達成してい

る。利益率 2倍は不可能な値ではない。 

3：製造業の労働生産性水準の国際比較では、2000年以降低下。 

4：大企業の国際比較では日本の製造業は規模も利益も低い。 

5：一人当たりの労働生産性は、大企業は高いが、中小企業の従業員が多いので 

負荷価値生産性総量は中小企業が多い。 

6：労働生産性は 2005 年以降向上していない。先進 7 か国比較でも 18 位と低位安

定。世界の地域別 営業利益率比較でも日本は押され気味。ただし販売管理費

比較は企業規模が影響するので注意が必要。 

7：直近 23年間売上は伸びていない。非正規社員と内部留保金だけが 2倍近い伸び 

8：米国との比較では販売管理費が高い（官民とも無駄な作業を減らす努力を） 
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2-1：2012 年度以降の企業利益生み出し努力 

図表 2-1-1 は 1990 年以降の日本企業の経営を数種類の指標でみた図である。2008 年リー

マンショックで落ち込んだが 2012 年以降は税引き後の利益、配当、給与支払い、内部留保

ともに、上昇基調にある。ROA の国際比較では、米国に見劣りしているがこれも回復基調

にある。今回のコロナショックで大きく状況は変わったが、ニューエコノミーになればまた

活力を取り戻すに違いない。 

図表 2-1-1 1990年以降の経営指標 

 

図表 2-1-2 ROAの国際比較 

 

参考：ROA（％） ＝ 当期純利益 ÷ 総資産 × 100     

https://freeway-keiri.com/blog/view/284
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2-2：産業別経常利益率の 2 倍以上の実態推移 

 

前章で「営業利益を 2 倍にしよう」と提案したが、では実態はどうであろうか。産業別に、

リーマンショック後ある程度景気回復した 2012 年と 2019 年の経常利益率の比較をした

のが図表 2-2-1 である。業種によって差はあるが、半分の企業が 2 倍を超えている。つま

り 2 倍は不可能な値ではない。 

図表 2-2-1 業種別経常利益 2012 年度と 2019 年度の比較 

 

各産業別に 2012 年と 2019 年の比較で伸び率を層別したものが図表 2-2-2 である。 

企業努力の差がよく分かる。 

 

図表 2-2-2 産業別 経常利益率 2倍の企業数割合 
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2-3：製造業の労働生産性水準の国際比較 （2000 年以降は下り坂） 

 

直近 7 年間の利益率は向上しているが、外国と比較した場合はどのような状況であるかを

分析してみる。製造業は 1995 年～2000 年までは世界 1 であった評価が、2005 年以降、凋

落をはじめて、今や世界の 15 位迄低下している。「物つくり世界一」は色褪せている。 

図表 2-3-1 製造業の労働生産性比較 
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2-4：大企業の国際比較では日本の製造業は規模も利益も低い 

 

「物つくりの生産性低下は中小企業のことであろう」と考える人がいるが、決してそうでは

ない。図表 2-4-1 に東証一部企業と S&P1200 企業の大企業の産業別比較を示した。どの産

業分野でも、日本企業は規模も小さいし利益率も低いことが明確に表れている。S&P グロ

ーバル 1200 指数は、グローバル株式市場への特徴的な実態を提供している。世界の株式時

価総額の約 70%をカバーしており、S&P 500（米国）、S&P 欧州 350、S&P TOPIX 150（日

本）、S&P/TSX 60（カナダ）、S&P/ASX オール・オーストラリア 50、S&P アジア 50、S&P 

ラテンアメリカ 40 などが含まれる。 

 

図表 2-4-1 東証一部企業と S&P1200 企業の売上高、営業利益の比較 

 

 

次に各地域別に業種別売上高のトップ 5 の企業を対象に営業利益率比較をした。 

（機械輸出組合が 2016 年 1 月までは、このデータを提供していたが、残念なことに、その後中断された） 

 日本機械輸出組合 2016.1 報告日本のトップ５企業の営業利益率は北米企業と比較し低い。

欧州企業との比較では合計値は同じであるが、アジア地区企業との比較では、すでに一部の

産業では差をつけられている。日本が米国に勝っているのは、建設機械と自動車だけである。

逆に米国に大きな差をつけられているのは、サービスソフト、電子部品、半導体製造装置、

重電産業機器、家電、造船、情報通信機器、コンピュータである。何故こうなってしまった

のか、を反省せねばならない。 
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図表 2-4-2 2014年度 売上高トップ 5 の営業利益率 

 

業種 日本 北米 欧州 アジア 

医療機器 13.8 19.0 9.7 18.9 

建設・農業機械 12.5 11.0 8.7 7.4 

事務機械 10.7 11.9 -12.8 - 

サービスソフト 9.3 23.3 8.8 8.5 

航空宇宙 8.9 10.7 7.5 8.3 

電子部品 8.9 24.7 10.8 17.0 

工作機械 8.2 -9.9 9.1 6.0 

半導体製造装置 7.2 16.5 21.3 4.1 

重電産業機械 7.2 15.8 11.0 6.4 

自動車 6.6 2.6 6.3 3.8 

自動車部品 5.8 6.2 6.4 7.4 

プラントエンジ 5.1 5.4 5.0 2.0 

家電 5.0 10.0 4.3 8.1 

造船 4.6 15.2 6.2 0.1 

鉄道・交通 1.8 12.3 6.1 6.0 

情報・通信機器 1.8 24.8 4.6 6.6 

コンピュータ 1.2 11.3 0.7 1.8 

合計 7.0 13.2 7.0 6.2 
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2-5：労働生産性分析 

 

企業規模別の付加価値分析をした。下図に示す通り大企業の一人当たりの付加価値額は中

企業、小企業と比較して高い。しかし、従業員数比較では大企業が 760 万人に対して中小

企業は 3547 万人であり、総付加価値は大企業 1 に対して中小企業は 2 である。日本経済の

視点で見れば、やはり中小企業の生産性向上は大きなテーマである。 

図表 2-5-1 企業規模別付加価値分析                    

  

 

  



18 

 

産業別に名目労働生産性（就業者 1 人当たり付加価値額）を示した。平均 824 万円以下の

産業の労働生産向上が期待される 

図表 2-5-2 産業別名目労働生産性 

 

（生産性本部提供 2017 年度） 

生産性本部が出している日本の生産性の順位は世界でここ数年間は変わっていない。 

RPA などの道具も出てはいるが、真の効果はこれからの模様である。 
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生産性の推移をチェックしても、2005 年以降は殆どその効果は出ていない。したがって国

際的な生産性の順位も 18 位と低位安定状況である。 

図表 2-5-3 労働生産性の推移 

 

図表 2-5-4 生産性順位の国際比較
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2-6：世界地域別の上場企業の収益比較 

 

良いデータがないのでこの図を活用するが欧州の販売管理費の比率が高いのが気になる。 

図表 2-6-1 では、欧州企業は日本企業と比較して規模別販売管理費が極端に高い。一般的に、

この販売管理費は企業規模によって異なり、中小企業は高めになっている。企業規模を合わ

せた比較データが欲しい。図表 2-6-2 を参照ください 

図表 2-6-1 世界地域別の上場企業の収益比較 

図表  

図表 2-6-2 事業規模別販売管理費の比較 

 

 

以上日本企業の収益状況を述べた。2012 年以降改善されてはいるが、生産性の国際比較に
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みられるように、日本は世界の一流国から落ちこぼれつつある。ここでひと踏ん張りしよう。

それが国難を救う道につながる。 

2-7：直近 23 年間の経済指標の変化 

 

1995 年と 2018 年の 23 年間の日本経済の変化を図表 2-7-1 でみてみよう。売上高は変わら

ない。GDP は当然増加しない。営業利益額は全産業で 1.91 倍、企業努力と政策の影響で、

ほぼ 2 倍になった。大きく伸びた指標で目立つのは「非正規社員の数が 1.8 倍になったこ

と」「内部留保金が 3.3 倍に増加したことである。営業利益率は 1.9 倍である。人件費もわ

ずかながらアップしている。非正規社員の増加については少子化への影響が懸念材料であ

る。内部留保金の増加は「投資とのバランスで考えるべき」である。非正規社員、内部留保

金の分析は後の章で記述する。 

図表 2-7-1 直近 23年間の変化 
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第 3 章 国家収入と支出 

 

3-1：一般会計の歳入と歳出の差は平成 30年間で拡大傾向 

1000 兆円の国債が国民にのしかかっていることは皆知っている。ではいつ頃からこのよう

な状況になったのであろうか、を示したのが図表 3-1-1 である。赤字国債は 1965 年に初め

て発行したが最初は小規模であった。2008 年度は世界金融危機に対応するため 33 兆円の

増刷が行われた[1]。民主党政権の鳩山由紀夫内閣では、子ども手当などの政策のため、一般

会計予算が 92兆 2992億円となる過去最高額を記録し、その不足する財源を補うため 44兆

3,030億円分の赤字国債が発行されることになった。自民党に政権交代後に 2015年度には

新規の国債発行額が 6年ぶりに 40兆円を下回るようになったが、大地震や最近のコロナな

どの事件が発生するたびに増額を重ねている。 

図表 3-1-1 歳入と歳出の差 

ポイント 

1：一般会計の歳入と歳出の差は平成 30年間で拡大傾向 

2：今後も社会保障費は 1.2兆円/年増加予想 

 ・社会保障費の支出削減対策も重要 

この差を埋めるのは企業が稼ぐこととムダな社会保障の減である 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E9%87%91%E8%9E%8D%E5%8D%B1%E6%A9%9F_(2007%E5%B9%B4-)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B5%A4%E5%AD%97%E5%9B%BD%E5%82%B5#cite_note-1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%90%E3%81%A9%E3%82%82%E6%89%8B%E5%BD%93
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3-2：社会保守費の増加推定 

高齢化人口の増加に伴い社会保障費用は 3兆円/年の規模で増加するが公費負担割合の 40％

が国の負担増分になる。 

図表 3-2-1 社会保障費負担の見通し 

 

2018 年８月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した「2016 年度社会保障費用統計」等をもとに社会

保障費用の現状、および今後の動向についての厚生省推定   

2040 年度までの 22 年間で、（185.5-117.2）÷22＝3.1 兆円。年平均 3.1 兆円増加の見込

みである。3.1×0.4=1.2 兆円/年社会保証負担公費は増加する。消費税の増加１％でほぼ

1.5 兆円の増税効果になる。消費税を上げねば、消費税 8％から 10％の効果は 2 年少々で

消える計算になる。2018 年度の国民の税金および社会保障含めた負担率は 50％近くな

る。 

図表 3-2-2 国民の税金および社会保障費含めた負担感
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第 4 章 国家予算管理体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-1：日本の国家予算管理体制 

日本の将来は、その時の政治家の判断だけでなく、スタッフの長期的判断が必要であると

テレビの国会放送があるたびに感じている。日本の将来を見通した質問が与党、野党から

何故もっと出ないのかと、憂いている国民は多い。では、民主国家の米国はどうなってい

るのか、を調べてみた。過去のデータの分析は容易である。日本は過去の分析には詳し

い。でも必要なのは未来への分析である。これは、中央官庁と政治家が提示すべきもので

ある。 

図表 4-1-1 日本の従来の国家予算 過去の分析 

過去データに基づく分析は、精緻に実施されている。 

 

ポイント 

1：国家の長期予算作成状況の日米差 

2：政治家、企業経営者に惑わされない、国家予算管理体制が必要 

 ・米国の CBO,ITEPは参考になる 

3：政党別長期国家予算提案書の作成をして選挙の際の争点にする 

4：未来図を実現するための予算化が必要 

 ・SDGs、 Society5.0 
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日本の将来の分析 

経済成長率が何％ならば国債発行がどの程度減少するのかの試算は、二つのケースについ

て実施されている。課題はこの成長率をいかにしてひねりだすか、である。   

図表 4-1-2 日本の将来の分析 

 

 

図表 4-1-3 将来への警鐘 

将来の支出の伸びが大きいと予測される医療費についての国際比較含めて実施されている 
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一通りの分析は財務省の法人企業統計、経済産業省の産業活動分析、内閣府の国民経済計

算などの資料を基に内閣府が財務制度等審議会の起草検討委員提出資料などにまとめら報

告されている。   
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4-2：米国の国家予算管理体制 

では米国はどうか 

図表 4-2-1 米国 COBの将来計画 

 

10年先までの予測が、日本と同じように行われている。問題は中身と分析機関の在り方で

ある。米国には CBO（Congressional Budget Organization）が設けられており、各政治

家，政党の意向に忖度することなく、専門的知識を基に議会に予算の在り方を提言し、尊

重されている。このほかにも OMB、CRS、GAO、MedPAC  などの組織が、予算にまつわるサ

ポートを実施している。 

図表 4-2-2 米国の予算審議に関わる組織 
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図表 4-2-3 ITEP 税制経済研究所 

 

 

企業の納税の実態を監視し、警告を発する機関がこの ITEPである。日本では週刊東洋経

済が自社の責任で法人税などの分析を実施し、意外に納税額の少ない企業ベスト 100など

を公開しているが、企業の消費税含めての実態を公開する国の制度が欲しいものである。 

「民間企業がこのように納税について協力してくれております」との情報があれば、企業

への感謝の念も生まれて来て、就職先の選択などにも活用されるのではないか。 
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4-3： 日本としての SDGs モデルへの取り組み 

 

予算に関わる組織について触れてきたが、企業活動は予算だけが問題で活動しているわけ

ではない。SDGsとは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称

であり、2015年 9月の国連サミットにおいて全会一致で採択。「誰一人取り残さない」持

続可能で多様性と抱擁性のある社会の実現のため、2030年を年限とする 17の国際目標が

設定されている。 

この日本版が下の図である。世界の中の日本の活動の在り方を示している。国際協調あっ

ての日本であり、基調モデルとしての意義を示している。日本国家の長期戦略をどう考え

ればよいのか、は重要なテーマであるのに選挙ではほとんど争点にならないのは、残念な

ことである。各政党が下のような項目を含む提案を行い、選挙の争点にして欲しい。各政

党は、歳出については提案をしているが、その歳入財源を、どこからも持ってくるのか

は、明示していなものがほとんどで、実行化可能性は低い。日本の国家予算に関わる本質

問題の解き方はここから始まる。 

図表 4-3-1 選挙の際の争点 
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図表 4-3-2 日本の SDGｓモデル 
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4-4：Society 5.0へ向けた予算化 

Society5.0は 2016年１月に内閣府から発表された科学技術政策のひとつで、第 5期科学技術基

本計画の中に盛り込まれている。 

第 5期科学技術基本計画は平成 28年から平成 32年までの 5年間でおこなわれる。計画のな

かでは、目指すべき国の姿として、以下の 4つの目標を掲げている。 

１．持続的な成長と地域社会の自律的発展 

２．国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現 

３．地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 

４．知の資産の持続的創出 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済

発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society） 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）

に続く、新たな社会を指すもので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社

会の姿として初めて提唱された。 出典：内閣府、Society 5.0 

図表 4-4-1 Society5.0で実現する社会 

 

実行計画を持つこと 

Society5.0の夢物語を書くことは必要であるが、問題はいかに実行に移すか？である。 
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何を誰がいつまでに実行するのか、の計画に裏付けされていなければ、絵にかいた餅であ

る。他国の計画を見ると、この図表 4-4-2 実行計画に迄落とされているが、日本の計画

はここまでブレークダウンされていないし、実行もされず、当然評価もできない。 

これが日本の戦略が実行に移れない壁である。 

最後に、ではこの計画の実行総責任者は誰なのか？これを決めて実行することが肝心であ

る 

図表 4-4-2 実行計画  

Society5.0の実行計画表 

担当 Activity 責任者 納期 予算 注意事項 

各省 1 Activity1 A    

 Activity2 B    

各省 2 Activity1 C    

 

 

 

 

第 5 章 失敗を許す社会へ 

5-1：日米の構造比較 

米国の大学教授が「私は 7 会社を創立し、4 社潰しました」と言われたので 

「失敗した時に「I am sorry と言いましたか」と確認したら 

「何故その言葉を言うのですか」と反論された。 

「では出資者は何と言われたのですか」と再確認したら 

「良い経験をされましたね。次回はこれを基に成功するように前進してください」と言

われたとのことであった。 

出資者はある程度の損する確率を見込んであるので、少々の失敗は気にする必要はない、そ

うである。中国も似た習慣のようである。日本は、失敗すれば下手すれば自分の財産全てを

失いかねない。それでは若者が元気を出せない。 

次に、米国生活豊かな西川宏氏作成の企業経営の比較表をつけた。米国でも東海岸の習慣や

文化は日本と似ているがシリコンバレーは、全く別の文化圏であることを意識されている。 

図表 5-1-1 日米企業の構造比較 

ポイント 

・失敗は勲章の米国と財産迄取られてしまう日本の差 

・保証人制度の改革を 
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この中で着目したいのは、「シリコンバレーの文化」である。失敗大歓迎、失敗は勲章、

誰もが助け合う文化は、失敗したら再挑戦困難でリスクはできるだけ回避する日本の文化

とは全く逆である。この影響が起業家魂に反映されている。これを反映したのがエンジェ

ル投資で、せっかく作った日本のエンジェル投資制度も米国の活用度とは大きな差が出て

いる。起業家支援の司法書士、行政書士、弁理士、弁護士と日本は多様であるが、米国は

弁護士に統一されている。「保証人はつけてはいけない。リスクは貸出者が持ちなさい」

とする、制度を期待したい。この事項は世界各国の諸事情を調査する必要がある。失敗を

恐れない環境の創出はノンリコースローンが大きく影響している。 

ノンリコースローンとは 最初に提示した保証物は失うが、それ以上の負債は負わない、

諸外国ではこれが一般的である。個人の保証物件は失うがそれ以上の損失責任はない。日

本の質屋制度はこの事例である。 

日本は会社をつぶすのも難しいので、休眠会社にするしかない。これが廃業率の低い一つ

の原因にもなっているので、注意してデータを読む必要がある。 

図表 5-1-2 起業廃業が難しい日本 
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第 6 章 金融政策 

6-1：家計貯蓄率 

家計の収入が増加し、消費が伸びなければ、GDPは上昇しない。次図に貯蓄率の推移を示

す。2013年を境に上昇に転じている。アベノミクス効果の一部の表れである。 

図表 6-1-1 家計貯蓄率の推移 

ポイント 

1：2013年度までは貯蓄率は低下したが、その後上昇に転じている 

2：MMT(Modern Monetary Theory)も長期戦略の一つ 

 ・今の国家財政もある意味ではすでに MMT実施→行く末には注意 

3：貯蓄金利と消費者物価の上昇のバランスの取れている国、いない国 

4：コロナ騒動の影響で、長期的に国家財政は大きな影響を受ける 

 ・都市銀行の儲け口は新興国への支援 
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図表 6-1-2 家計貯蓄率 

 

上図は家計貯蓄率の国際比較である。2013年度から上昇に転じたと言っても国際的視野で

みると、まだ下位に低迷している。 

 

  



38 

 

6-2：企業経営環境の変化と内部留保金 

 

2008年のリーマンショック以降経営指標は順調に情報し続けている。配当支払い、給与総

額と並んで内部留保金の上昇は著しい。これは国際的に厳しくなったバーゼル規制の影響

も大きな要因である。「経営が苦しくなった時に銀行は金を貸してくれない。それならば

自分で不景気時代に備えて自社で貯めておこう」との意思が働いた影響は大きい。「民間

企業が投資しなくなった」「投資するにしても銀行からは金を借りない」と内部留保蓄積

に走ったからである。銀行が自ら首を絞めたともいえる。内部留保金の蓄積は悪い事とは

言い切れない。不況などが押し寄せ自社の商品が売れなくなった場合は、この内部留保金

が役立つ。図表 2-1-1に法人企業統計からみた日本企業の実態を掲載してあるので参照さ

れたい。 

内部留保金を企業がため込んだ影響は日本だけではない状況が次図によく表れている。今

回のコロナ騒動にあった企業は、この内部留保金で助けられた部分もあると思える。 

図表 6-2-1 内部留保金の推移 国際比較 

 

企業利益向上の成果は ROA にも、表れている。米国には及ばないが英国、ドイツとは肩を

並べ始めた。 
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6-3：銀行の経営指標 

 

各種銀行とも 2004年以降は収益状況が悪化している。低金利時代が当分続く予想であり

何かアクションを取る必要に迫られている。決算業績を見ると大手都市銀行はゼロ金利時

代にも関わらず収益を上げている。その一つのアクションが発展途上国への貸出利益であ

る。 

図表 6-3-1 各種銀行の収益傾向 

 

「銀行に預けておいた資産は増加するだろうか」と悩みながら、一般市民は銀行に預金して

いるが、物価上昇率を勘案した場合は日本を含めてスイスから中国までは実質預金価値が

減少している。大手都市銀行は発展途上国の「ブラジル」「ベトナム」「インド」「南アフリ

カ」等の投資家に貸し出してその利益を得ている。都市銀行は何処に投資すればよいかの情

報を持っているが、規模の小さい地方銀行はそのような活動はし難い。地域銀行、信用組合

は、地方人口の減少の影響をみると１県に複数の銀行が存在し続けることが難しくなって

きている。 
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図表 6-3-2金利の国際環境 

 

 

大手行と地域金融機関に分けての金融ビジネスの状況を表したものが下図である。地域に

愛される銀行として生き残って欲しいものである 

図表 6-3-3 銀行各社の経営戦略 
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6-4：MMT Modern Monetary Theory 

 

台風などの地域災害やコロナ騒動などの災害が、次から次へと降りかかってくる。そのた

めに国家予算が必要になる。一方基礎科学技術など将来への投資や子供への育成支援、高

齢者への社会保守費の増加など必要な予算増加要求も増加している。その背景に登場して

きたのが MMT論である。 

国債発行の権限は最終的には国が持っているので、必要な予算は紙を紙幣に印刷して出せ

ばよいとの、一見暴論ともとれる近代経済学理論がこの MMTである。当初の財務省の見解

は「暴論である」との否定的な見解が多かったが、コロナ対策予算など国債発行増加させ

ていることは MMTと同じことを実施しているように見える。この理論に反対論者は、どこ

かでハイパーインフレを起こし、貯金はあっという間に、なくなってしまうことへの懸念

である。将来この投資をしておいてよかったと思える項目に絞ってこの伝家の宝刀を活用

したいと考える。 
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第７章 人口問題と対策 

 

  

ポイント 

1：合計特殊出生率は世界で 184番目、高齢者扶養率は世界で 1番 

2：実質賃金指数の低下国はＧ８参加国では日本のみ 

3：日本の若者の結婚年齢は年々高齢化 

4：非正規社員の未婚率は正規社員の２倍以上 

 ・生まれてからの保育対策ではなく、結婚できる環境作りの優先を 

5：非正規社員の給与の方が正規社員よりも高い国がある（調査必要） 

6：広い住宅が需要を生み出す 

 ・買い替え時の補助等需要を生み出す対策を 

7：労働分配率は景気動向によるので、経営者が意図的に下げているとは思

えない 

8：日本政府の教育費への支援は世界比較では低い 
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7-1：世界から見た日本人口の実態 

 

日本の人口は 2018年では世界 10位であり、これが日本の GDPの源泉である。しかし、出

生率は 1.27で世界の 184番目である。一方高齢化が進んでおり、高齢者扶養率は 46.1

で、生産人口 1人で 2人を扶養し支えている。人口減少の兆しが出始めたのは特殊出生率

が 2.0を切った 1975年である。各国もこの人口減少に対策を打てば、人口減少に歯止め

がかかるので、住宅費補助含めて子育てへの国の支援がキーになる。ロシアの事例を参照

する。 

図表 7-1-1 ロシアの人口変化 

 

図表 7-1-2 出生率と高齢者扶養率 
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7-2：給与問題 

 

子育てには費用が掛かるので、賃金が関係してくる。図表 7-2-1に実質賃金国際比較を乗

せた。消費者物価指数で補正してあるが、諸外国と比較して日本だけが低下している。フ

ルタイムで働く一般労働者の名目賃金は 0.3％増で、プラス基調を維持した。非正規社員

の増加や、年後半にかけ、景気減速を背景に製造業で残業を減らす動きが進んだことも賃

金の減少につながった。 

図表 7-2-1 実質賃金国際比較 
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7-3：結婚年齢と非正規社員 の問題 

 

図表 7-3-1は初婚年齢を男女別に表したものである。1947年以降、毎年結婚年齢は高齢化

している。特に女性の初婚年齢の高齢化が進むと、どうしても子供を産む数は減少しがち

になる。 

図表 7-3-1 初婚年齢 

 

 

では何故結婚時期が高齢化するのか、その一つの原因を示したのが図表 7-3-2である。34

歳時点で未婚として残っている男性非正規社員は正規社員の 2倍以上の 60％である。「給

与が安いこと」「夫になるべき人が非正規社員あることが、親の同意を得にくい」などの

ブランド問題にも関与してくるのではないか。 

図表 7-3-3は非正規社員の給与差と正規、非正規従業員の人数比率を示している。日本の

人口減少問題はこの非正規社員の増加問題と深いかかわりがありそうである。「生まれた

子供の完全保育園入園できる」問題が社会問題化しているが、その前の結婚できる給与、

住宅の確保問題を先行して解決しなければ、人口減少問題は避けて通れない。「人口減少

は必ずしも悪い事ではない」との主張を理解できない訳ではないが、上記データを見れば

日本は人口減少問題に真剣に取り組んでいないと言えるのではないか。人口が半分になっ

てからでは遅い。日本の反映はこの少子化対策を真っ先に解決せねばならない。 
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図表 7-3-2 非正規社員の結婚年齢高齢化問題  

 

図表 7-3-3 非正規社員の給与差と採用人数の問題 

 

参考：非正規労働者の賃金 

正規労働者よりも「不安定雇用手当てがあるので正規社員よりも高い国もある」 

フランス、イタリア、デンマーク、オーストラリア、ニュージーランド、カナダでは派遣労働者や有期労

働者は、「企業が必要な時だけ雇用できる」というメリットを企業に与えているとの認識から、非正規雇

用には不安定雇用手当があり、正社員より 1 割程度高い賃金が支払われている。非正規社員の増加抑制の

ために、有期雇用者の失業保険料などを引き上げている国もある 
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子供を若い夫婦に「沢山産んでください」と期待する場合のもう一つの鍵は住宅の広さで

ある。諸外国と比べて、日本は特に、賃貸住宅（借家）の一人当たりの面積が狭い。 

3人の子供を期待するなら、若い方々への住宅対策を実施せねばならない。 

 

図表 7-3-4 住宅の広さ 国際比較 
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第 8 章 企業の経営戦略 

 

8-1：経営者は何を目指すべきか 

『Japan as No.1』と賞賛された時代の経営者は「そのアクションは日本のためになるの

か」と難しい判断をする際は、決まって質問されたそうである。この時代の経営者は殆ど

が太平洋戦争に従軍した経験を持ち、戦後の混乱期を乗り越えてきた方々なので、日本第

一主義を心の奥に秘めておられたのであろう。やがて「顧客第一主義」や「企業は株主の

ためにある」とする株主至上主義や顧客第一主義などに「日本第一主義」は打ち消されて

しまった。今四半期を乗り越えれば何とかなる、今年の決算が良ければ良い、と目先の利

益ばかり追いかけると、足元をすくう強敵に見舞われることになる。図表 8-1-1は、短期

的視野から長期的視野を目指すように、促す一つのサンプル質問である。経営者には、

「作為の損失」だけでなく、「不作為の損失」を重視する戒めの言葉でもある。 

 

図表 8-1-1 長期的視野の必要性

 

  

ポイント 

1：長期的視野に基づいた経営がなされているか 

2：営業利益と時価総額・・この二つをめざした経営を志す企業は成長す

る 

 ・営業利益、売上高を年々向上した計画を作り実行できる企業は株価が

上昇する 

 ・GDPの増加が見込めない国の企業経営指標の PERは何を目指すのか 

3：日本企業の営業利益ランキング向上を目指そう 
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8-2：企業の価値向上対策 

 

企業経営の経営尺度は ①営業利益 ②時価総額の二つでまずは測られる。日々コツコツ

と重ねた努力としての営業利益と外部の株主の評価を上げる、時価総額の二つに注意して

経営をせねばならない。1988年から 30年間で、ベスト 20社の株価総額は平均 8倍になっ

た。米国中国は時価総額の増加資金で、次の投資資金が確保する。世界企業の時価総額ラ

ンクを次に示すが、日本企業は 1998年ベスト 20社の中に 14社存在していたが、2018年

度はベスト 20社の中には、一つも存在しない。 

図表 8-2-1 時価総額世界ランキング 

 

では時価総額は何によって決まるのか？ 日本企業の株価は何故上がらないのか？  

分析してみたのが図表 8-2-2である。2014年と 2019年の売上高と PERの関係を示してい

る。 

ＰＥＲ（株価収益率）＝時価総額÷純利益 

この PERが低いと株価はまだ上昇しても良いと株主からみられる。2014年時点でまだこの

企業は利益が伸びそうだと予想されれば株価も上昇し、株主にメリットをもたらすと評価

される。人口減少の日本は国内市場の拡大は、一般には想定されないので、PERは高くな

らない傾向が出てくる。株価上昇を株主に期待されるような、新商品開発・販売プランを

公開しないと株価の上昇は難しい。 
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図表 8-2-2 株価の上昇要因 

 

 

営業利益と納税額についてみてみよう。次の図が週刊東洋経済から引用した営業利益と法

人税などの納税額の多い会社の上位企業である。多くの課題を乗り越えてのデータ提供で

ある。売上高が大きくても納税していない会社は法律の規定に基づいた過去の累積損失処

理をしているためと思われる。同誌には納税額が少ない会社ベスト 100などの例も載って

いる。 

図表 8-2-3 営業利益と納税額 
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次に設備投資の向け先についてみてみよう。製造業，非製造業ともに海外投資は国内投資

の 2倍以上である。人口減少による国内市場の限界を感じて海外への設備投資は盛んであ

る。 

 

図表 8-2-4 国内、海外別 設備投資推移 

 

市場確保、対外国との関係良好維持のために海外に進出しているが、海外への投資結果はどう

なったのか、を示したのが図表 8-2-5である。第一次所得収支の中に、この海外設備投資

から得た利益が一部含まれている。海外に立てた工場から得た利益は現地国への納税にな

るので、日本で徴税は直接にはできない。国庫への貢献は限られたものになる。 

図表 8-2-5 経常収支の状況 

 
第一次所得収支 2018年以降、直接投資収益が証券投資収益を上回っている。 
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形を変えて海外投資の効果が日本に戻っている。 

 

図表 8-2-6 第一次所得収支の内訳 

 


